第１号様式 別紙１
企業等(申込者)概要説明書
	　企業・団体等名
	
	雇用保険適用事業所番号
	

	所在地
	

	代表者名
	

	設立年月日
	
	資本金
	

	直近3ヶ年の売上
	H
	
	H
	
	H
	

	従業員数
構成メンバー
（団体）
(申請日現在)
	当事業所
	　　　　　　　　　　　　人
	うち正社員　                   人

	
	(企業全体)
	　　　　　　　　　　　　人
	うち正社員                     人

	労働関係帳簿整備

状況
	□労働条件通知書(雇入通知書，雇用契約書)*1 □会計帳簿等

□賃金台帳*1  □労働者名簿*1  □出勤簿(ﾀｲﾑｶｰﾄﾞ等を含む)

	産業分類*2
	分類コード
	
	
	
	
	項目名
	

	主な業務内容*3
	

	国又は県等の補助・委託事業の有無
	□あり ・□なし 
	ありの場合（事業名：                  ）
＊事業計画書を添付すること。

	食のプレミアム商品開発支援事業補助金交付要綱第3条第5号～第11号の規定の該当の有無
	□該当なし
	本事業に採択された場合，必要に応じ，左記について，鹿児島県警察本部等関係機関に照会することについての同意の確認
□  同意します。
□  同意しません。


記載上の注意
＊１労働基準法に規定する（第15条，107条，108条）書類
＊２日本標準産業分類（平成25年（2013年）10月改定）の分類コード，項目を記載してください。
＊３具体的に記載してください。（事業概要がわかるパンフレット等も添付してください）
第１号様式 別紙２ 
事業計画書
	１ 補助事業のテーマ
	

	２ 事業実施期間
	令和元年　　月　　日 ～ 令和　　年　　月　　日

	３ 対象事業
	□専門家等の招へい       □商品の開発・改良　

□マーケティング・調査
□商談会への出展等，販路開拓・販路拡大

□その他食の付加価値向上の取り組みと認められる事業

＊該当するもの全てにチェックを入れる。

	４ 事業の実施場所

　　実施責任者
	場所：
実施責任者：
TEL：

	５ 事業の概要


 現状・目的・必要

性等を記入する。


	

	６ 具体的な事業内容及び実施方法等
	

	７ 事業スケジュール等（事業毎に記載すること）
	

	８ 事業の実施により期待される効果等


	


	９ 事業実施に当たっての人材活用の方法等
	□﷒専属人材の新規採用
□代替人材の新規採用
　□非正規から正社員への転換
＊該当するもの全てにチェックを入れる。

	10 新規雇用者予定数
	平成３１年度            人
	うち正社員            人

	
	うち当該事業分          人
	うち正社員            人


１１ 専属人材等の活用状況

(1) 専属人材の確保

専属人材数                 名
うち新規採用               名
在職者　　                 名

(2) 新規採用予定者の状況（どのような方を採用する予定か。）

	
	職種
	配属予定部門
	雇入予定日
	採用条件（勤務形態，勤務条件〈給与・手当等〉，資格条件等）

	１
	
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	


※補助事業にかかる新規雇用者（非正規から正社員に切り替える場合も含む），並びに在職者を専属で従事させる場合の代替として新たに雇用する新規雇用者を全て記入してください。

(3) 新規雇用者の配置先，事業との関わり方，業務等

	


１２ 補助事業に係る社内の実施・推進体制　
(1) 専従部署の体制
①専従部署の職員
	担当区分
	所属・職名
	氏  名
	業務内容

	総括責任者
	代表取締役
	○○  ○○
	　○○○

	専属人材（新規）
	
	
	

	専属人材（在職者）
	
	
	

	○○
	
	
	

	○○
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


注）事業に関する出張旅費は､上記表に記載されている職員が対象となります。
(2) 専従部署の体制図
	


(3) 会社の組織図(会社全体における専従部署の位置づけが分かるように記入してください。＊別紙に記入しても可)

１３ 専門家等の招へい状況
(1) 専門家等の経歴等（予定も含む）
	氏名
	年齢
	役職
	分野
	主な経歴
	受入予定

期間

	
	
	
	
	
	令和   年   月

～

令和   年   月




(2) 指導予定実施頻度                                                 （単位：回数）
	実施月
指導等の内容
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	計
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（3）専門家等から指導を受ける内容等（専門家毎，対象事業毎に記載する。）
	


１４ 商品の開発・改良の概要
	１ 商品開発等の目的・必要性
	

	２ 商品開発等により期待される効果
	

	３ 商品開発等の内容・実施方法

本年度実施する商品

開発の内容や実施方
法を具体的に記載し
てください。
	

	４ 他社製品との相違等
（新規性・優位性等）
	

	５ 収益見込
	

	６ 過去の試作開発等の実施状況
(産業財産取得状況も含む)
	


１５ マーケティング・調査の概要
	１ マーケティング・調査の内容
	

	２ マーケティング・調査の予定時期，実施方法等
	

	３ マーケティングの実施により期待される効果
	


１６ 商談会への出展等，販路開拓・販路拡大の概要

	名称

	主催者

	
	電話
	FAX

	内容


	開催場所（会場名及び所在地）

	開催期間
令和   年   月   日 ～ 令和   年   月   日

	募集期間
令和   年   月   日 ～ 令和   年   月  日

	出展料の納入期限
令和   年     月     日


	出展料
    千円
（             千円×          小間・㎡ ）
	団体の出展予定企業数

       社  

	期待される効果


	過去の出展状況及び効果



注）＊１ 複数の展示会等に出展する場合は，展示会毎に記載すること。

＊２ 開催案内等，展示会・見本市等の概要がわかるものがあれば添付すること。

１７ その他食の付加価値向上の取り組みと認められる事業の概要

	１ 目的・必要性
	

	２ 期待される効果
	

	３ 内容・実施方法
	

	４ その他，過去の取組状況等
	


事業内容を，事業毎（専門家招へい，商品開発・改良，マーケティング調査､販路開拓等）に簡潔に記載する





①地域への波及,雇用増加，②地域資源の活用，③市場性及び消費者ニーズ，④新規性・優位性，⑤関連業界へ与える影響，⑥社会的影響，等について記述する。





総括責任者


代表取締役


○○　○○





○○担当


○○○


○○　○○





○○担当


○○○


○○　○○





○○担当


○○○


○○　○○





○○担当


○○○


○○　○○








○○担当


○○○


○○　○○








○○担当


○○○


○○　○○





○○担当


○○○


○○　○○








○○担当


○○○


○○　○○








○○担当


○○○


○○　○○








○○担当


○○○


○○　○○












